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有期雇用特別措置法の留意点と問題

無期転換ルールの特別措置の対象者と特例

①高度専門職5年を超える一定の期間内に完了する業務(特定有期業務以下｢プロジ

ェクト｣)に従事する年収1075万円以上の高度専門職＝プロジェクトに従事している期

間は､無期転換申込権が発生しない｡期間の上限は10年。

②継続雇用高齢者:定年に達した後､引き続いて雇用される有期雇用労働者＝その事

1

業主に定年後引き続いて雇用される期間は､無期転換申込権が発生しない。

2．基本的な仕組み

〆

①無期転換ルールの特例の適用を希望する事業主は､特例の対象労働者に関して､能力力哨効に
発揮されるような雇用管理に関する措置についての計画を作成します。

ー

②事業主は､作成した計画を､本社･本店を管轄する都道府県労働局に提出します。
（注)本社･本店を管轄する労働於準監督署経由で提出することもできます。

ー

③都道府県労働局は､事業主から申請された計画が適切であれば､認定を行います。
‐

④認定を受けた事業主に雇用される特例の対象労働者（高度専門職と継続雇用の高齢者）に
ついて､無期転換ルールに関する特例が適用されます。

（注)有期労働契約の締結･更新の際に､無期転換ルールに関する特例が適用されていることを
対象労働者に明示する必要があります。

一一ノ

3高度専門職についての有期雇用特別措置法の効果

ケース②従前雇用している害を、新たに特定言期業務に従事させる湯合

例えば､最初の有期労働契約の開始時点から3年を経過した者を、4年目から､新たにフ年の
特定有期業務に従事させた場合、雇入れからの通算契約期間がフ年を超えない限り、無期転換申込権は
発生しない（雇入れからフ年を超えればミ無期転換申込権は発生する）。
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ケース①特定有期業務の開始当初から完了まで従事させた場合

例えば､7年の特定有期業務の開始当初から完了まで従事させた場合､その7年間は無期転換申込権が
発生しない。

’ 5
廷

※特定有期業務の終了後､引き続き

有期労働契約を更新する場合は、
通常の無期転脚ﾚｰﾙが適用される。

シ無期転換申込権は発生しない一

卜’特定有期業務（7年）

1



ケース③特定有期業務の完了後､引き続いて別の特定有期業務に従事させる場合

例えば､6年の特定有期業務の開始当初から完了まで従事した者を､引き続き､別の7年の特定有期

業務に従事させる場合､通算契約期間が､最初の6年の特定有期業務に従事している間は6年を､次の

7年の特定有期業務に従事している間は7年を､それぞれ超えない限りは､無期転換申込権は発生しない。

このため､雇入れから7年間は無期転換申込権は発生しない（雇入れから7年を超えれば無期転換

申込権は発生する）。

畷嵐
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ト3然期労働契約
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，特定有期業務B(7年)(X)

ケース④特定有期業務の途中で､別の特定有期業務に従事させる場合

例えば6年の特定有期業務にその開始当初から3年経過時点まで従事した者を､別の7年の特定有期
業務に従事させる場合､通算契約期間が､最初の6年の特定有期業務に従事している間は6年を､次の7

年の特定有期業務に従事している間は7年を､それぞれ超えない限りは､無期転換申込権は発生しない。

このため､雇入れから7年間は無期転換申込権は発生しない（雇入れから7年を超えれば､無期転換

申込権は発生する）。
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ｹー ｽ⑤特定有期業務の途中から雇用して従事させ､完了後も引き続き雇用する場合

例えば､7年の特定有期業務の開始時点から3年を経過した時点で､その特定有期業務に従事する者を

雇い入れた場合は､その特定有期業務に従事している間は､通算契約期間が7年を超えない限りは無期

転換申込権は発生しないこととなる｡このため､特定有期業務に従事している間は無期転換申込権は

発生しないが､その者が4年従事した時点で特定有期業務が完了するため､完了後も引き続き雇用する

塲合には､無期転

換ﾙー'順則通り鵬契約期間が5年槌欝に無期転換申込櫛発生す、
。

屑

5＊

※特定有期業務終了後は

通常の無期転換ルールが
適用される。

÷無期転換申込権は発生しない今

，特定有期業務（7年）
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4継続雇用の高齢者についての有期雇用特別措置法の効果

(ケース参）定年後引き続き雇用される壜合

定年の時点が、

・平成27年4月1日以後

・平成25年4月1日以後かつ平成27年4月1日より前

・平成25年4月1日より前

のいずれであっても､特例が適用されます｡ただし､通算契約期間の算定対象が平成25年4月1日に

開始する有期労働契約に限られることから､特例の適用も平成25年4月1日以降に限られます

（ケース③－3）。
平成25年4月1日平成Zﾌ年4月1日
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5高度専門職に関する申請書(第一種計画認定･変更申請書)の作成

●高度専門職について､有期雇用特別措置法による特例の適用を希望する事業主は､「第一種計画認定・
変更申請書｣を作成の上､都道府県労働局に提出し､計画が適当である旨の認定を受けてください。

赤字は記戯例〕〔留意事項〕笏

①申請の日付を記戯して
ださい

②提出先の労働局名を ②

記敏して〈1菫い、

④法人の場合には法人の1
名称を､個人事業主の

塀合には氏名を記裁して
ください

④法人の場合には､代表者
氏名を記載してください．

⑤法人の堀合には
2

本社･本店の所在地を
個人事業主の場合には （

住所（事業所の所在地と
異なる塘合には､事業所の

所在地）を記戟してください。

⑤高度専門職が従事する
ブロンェクトの内容を記載
してください

⑦力プｪｸﾄを行っている
主な事業塊の名称を
記威してくj註い。

⑧元ブｪｸﾄに必要な
高度専門職の専門的

知識等にVを付して<ださし（
（複数の専門的知識等を
要する塊合には､すべて'一

Vを付してください｡）

かブロンェクトの｢完了の日」塁
について確実でなし嶋合3

第一種計画認定・変更申請書

１
） 年 月日

労働局長殿

申澗事菓主

’
代表者氏名

(達人の璃合）
④罰

一
名称・氏名

印

１
１

電括番号

FAX魯号

ｉ
ｆ

）詞
⑤

住所・所在地

2特定有期業務の内容並びに開始及び完了の日

（1）内容

⑥
新商品｢●●｣開発プﾛジｪｸI7

案務が行われる主な事案場の名称．（宗が関研究所）
画博士の学位ロ公浬会計士口医師ロ歯科蓬節口献医痴

ロ弁遜士ロー級建築士ロ税理士ロ薬剤師ロ社会保険労務士
ロ不動産塵定士口技術士ロ弁理士

DITストラテジスト又はシステムアナリストの資格試験に合格している者

口アクチユアリーの資格賦験に合格している者

画特許発明の発明者ロ登録意匠の創作者口登録品種の育成者
ロ農林水産案・鉱工案・機械・電気・土木・建築の技術者
画システムエンジニアロデザイナーロシステムコンサルタント

案務の内容

'聖必要とする

専門的知臓

等

（2）開始及び完了の日
’
1

1
:1

1

｜
’’

雪特定有期累務の期間完了の日開始の日 辺

平成27年6月1日 平成34年9月30日 7年4月臼

3第一種特定有期雇用労働者の特性に応じた雇用管理に関する措置の内容
画教育釧鐘を受けるための有給休畷又は長期休畷の付与〈労鋤基準法第39条の年次有給休暇を除く）
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ほア正ロゼ錘醜しいにどし。ロ始薬及び終業時刻の変更ロ勤務時間の短縮
⑩元ﾌｴｸﾄの期間を記戯割その他能力の維持向上を自主的に図るための時間の硫保に関する措置（学会参加を含む）
してください。（●●学会への参加）

（注）開始の日から起算口受謂料などの金銭的援助
して､翌年の応当日ロその他職案能力開発を支援するための教育訓糠に係る巽用の助成
（ 年違しゆ同日）の（）

前日をもって｢1年｣、ロ救育訓練の実施(事集主以外の機関等の施設により行われる教育釧練の受露を含む〉
翌月の応当日（月違いのロ職案能力検定の実施(他の事業主等が行う臓集能力検定の受検を含む）
同日）の前日をもってロ集務の遂行に必要な技能及び知簾の内容等に関する情報の提供､相談の機会の砿保その他の援助
「1か月｣とする方法により（）
計算します。

（記入上の注宜）

⑪行うこととしている雇用’．『2（1）内容｣の｢必要とする専門的知麗等jの榎は.鮫当する専門的釦魔等のﾛにチェックして下さい。
管趣旨置として該当する 2．『3講一樋特定有期雇用労働者の特性に応じた雇用管理に閲する桧■の内容｣は鹸当する栃置の内容のロにチェック

して下さい．
ものにVを付して〈崖い･

（1か所以上）（議付官類)唾
1．『3第一橿鉾定有輔屋用労■者の特牲に応じた襲用管瑠に関する構伍」を実鹿することが分かる資料（例：嘩柔能力

（注）各項目の具体的な鱒尭針■・労■契約■の聾形､戟業規財等》
内容については､p.16を2.変更申鎗の場合は.8罐されている計■の写し。
ご参照ください。

⑫ゾを付した措置を行っていることが確認できる就業規則等を添付して<崖い｡なお､労働契約雷の鑑形や労働協約の代わりに、
事葉主の著名または記名押印があり､実施する措狂の内容が確認できる■類等を添付することも可能です。

継続雇用の高齢者に関する申請書(第二種計画認定･変更申請書)の作成

①特例の適用を受けるためには､雇用管理措置に関する計画の認定申請が必要です。

②申請書の作成に当たっては､関係する労働者の理解と協力を得るよう努めて下さい。

③申請は､本社｡本店管轄の都道府県労働局まで。

④申請に当たっては､原本と写しの合計2部を提出してください。

6

●継続雇用の高齢者について､有期雇用特別措置法による特例の適用を希望する事業主は､｢第二種計画
認定･変更申請書｣を作成の上､都道府県労働局に提出し､計画が適当である旨の認定を受けてください。

〔赤字は記載例〕 〔留懲事項〕

①申謂の日付を記載して
〈崖い°

第二種計画認定、変更申請書

② ① 年月日

労働局長毅 ②提出先の労働局名を
記戦して<崖い

1申績事業主 ③法人の場合には法人の

名称を､個人事業主の
場合には氏名を記載して
ください。

代表者氏名

（迭人の堀合）

代表者氏名

(迭人の埋合
③名称・氏名 可

印

詠
言

） 避鑑番号

FAX■号

１
１
１
１

住所・所在地
④法人の鳴合には､代表者
氏名を記載して〈崖い

＠

2第二種特定有期雇用労働者の特性に応じた雇用管理に関する措置の内容
圃高年齢者雇用推進者の選任
ロ職案馴|練の実施

圃作案施設・方法の改善
口健康管理、安全衛生の配慮

ロ嘩域の拡大

図魔案能力を群価する仕組み、資捨制度、専門轍制度等の整備
ロ嘩務等の妻索を璽視する賃金制度の整備

ロ動議時間劉度の弾力化

⑤法人の堀合には本社・
本店の所在地を､個人
事業主の鳴合には住所
（事業所の所在地と異ばる
場合には､事業所の所在地）
を記鮫してください。

⑤行うこととしてしる雇用
管理措置として該当するもの
に¥を付してください．

（1か所以上）
（注）各項目の具体的な
内容については､p.17'を
ご参潔ください。

3その他

圃嵐年齢者雇用安定法第9条の扇年齢者雇用砿保描置を露じている．

ヲ〉口65族以上への定年の引き上げ
一画継続雇用剰度の導入

⑳:織讓溌労"這により懸続雇用の対象者壹限寵する基…,扇亘1毛錘つく方哩腫疋により稚税医用の珂罪壱と眠疋す今垂卒を利用 ⑦実施している高年齢者
齢帝等の雇用の安定等に問する鑑伸の一部を改正する法律（平成24年迭稗露78号》鮒嗣第3項塵照確保描露li､/寿付IT注）高年
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I

に縦す柵鮒目に基づく侭淵剛捌舗を朧す纏靭ある齢

(肌上の鼬）

1『2蘭二鮒憩鵬船齢の棚に肌た剛問に耐る柵岫割I瀬当す棚馴嶋加にﾁｪｯｸ

して下さい．

2『3そ州｣|ﾈ､鵬す&口I対ぺてﾁｪｯｸしてく齢い．

(鮒翻）

1.『2熊鮒定棚馴舶制鮒に肌た馴削に鮒る棚jを熱す§こと力<分純淵(例:鋤削

郷,鵡棚w)',
2.離撚鮒齢棚纐じてい§こと粉か6鯛(就糊隣(糊樋に蚤づく雛馴州舗を朧す總

皐雄|ﾅてい棚純､当腿礎鋤娚棚瑚(鮒*柵鋪する囎1鉢柵のみ詞,)を鋤｡))m
3顛糊棚捌､航されてい棚剛軌。

<鹿い。

0[繊醐制勵導入」
にｲ鮒し闘合には

い如加Eｲ鮒してく鹿い‘

9J鮒し鵬剛了うて
蝿Eと鵬訳き蹴業

柵溌鮒してく崖い，

棚､労鰕約冒鵬脚
労熊伽代りりに

事粧噛名ま鮒記名
洲脇り､諭す縮剛
鴫澗蹴稔砺購を

漁附るこ上舸線す。

＠ﾊﾛー ﾜー ｸに提出吹幅年瀧關柵蒲鵠｣0写碇鮒す砒舸線す，
就従韻搬加0人縮蹴糊則緋肌てり机蜴帥､高聯認用職措鮒厳社順肌て蝿
曹購､就業剛lE獅砧0徽術ることも珊です.

7．高度専門職の特例に関する労働条件の明示

労働条件通知書(一般労働者用;常用､有期雇用型）

年月日

契約期間

就業の場所

従事すべき

業務の内容

殿

事業場名称｡所在地
使用者職氏名

期間の定めなし､期間の定めあり（年月日～年月日）

※以下は､「契約期間｣について｢期間の定めあり｣とした場合に記入
1契約の更新の有無
［自動的に更新する．更新する場合があり得る｡契約の更新はしない．その他（
］

2契約の更新は次により判断する。

蕊聯慧てい鰯繊鳥i肋
【有粛網会議喧馬聯耐燕矛毒苛----
無期転換申込権が発生しない期間･T塙度婁閉)･江(定年後の高齢者）
I特定有期業務の開始から完了までの期間（7年4か月(上限10年)）
Ⅱ定年後引き続いて雇用されている期間

新商品｢○○｣に必要な社内システムの開発

墓下
－‐ーー

）

1

i【有期雇用特別措置法による特例の対象者(高度専門)の場合】
|･特定有期業務（「○○｣ｶｲﾊﾂブﾛジｪｸﾄ開始日:H27.6.1完了日:H34930)

5



牢へ‐も／､ざへJ"＼･a －ず。､ゾ／ ￥グ､ヘグヘヂ、瓦グｰ､ダ、恥ク今、へヤ

『
０
口
◆
、
。
■
８
６
■
今
▲
■
Ｕ
■
参
‐
Ｂ
■
Ｉ
■
今
▲
●
■
Ｔ
８
◆
令
●
■
■
●
◆
◇
■
■
■
■
■
Ｇ
◆
凸
■
■
、
合
◆
卓
■
■
■
ご
◇
。
●
■
■
巳
、
巳
■
■
■
早
与
‐
』
●
■
■
甲
一

旦
》
鱒

刀

一
韮
妙
恥
犀
銅
圃
一
一

く
ゃ
他

＆
の
《
そ

一
部
鋼
約
間
雇
鐡
一

一
》
》
ロ
ー

金
一
基
準
金

．
》
年生厚

一
定
期
涌
蝸
訓
銅
一

険保

皐
》
》
》
》
口

参
康健

喜
一
金

延
厚

ゞ
く》

１
噸

一
一

〉
Ｉ
一
幅
‐
■
■
ｒ
・
・
１
．
ゞ
・
・
１
．
．
．
１
．
．
！
・
・
１
．
．
・
Ｉ
Ｄ
・
・
１
．
．
．
．
１
．
・
Ｉ
Ｄ
・
ゞ
。
Ｉ
・
・
。
Ｌ
｜

他の

１
１
一

そ

8.継続雇用の識高齢者の特例に関する労働条件の明示

鎗働条件通知書(一般労働者用;常用､有期雇用型）

0

年月日
殿

事業場名称･所在地
使用者職氏名

期間の定めなし､期間の定めあり（年月日～年月日）
※以下は、「契約期間｣について｢期間の定めあり｣とした場合に記入
1契約の更新の有無

［自動的に更新する．更新する場合があり得る｡契約の更新はしない．その他（
］

2契約の更新は次により判断する。

{難驚てい灘繍畠㈲;”
【&涛鑿議辮雫書謁3).jfr善臺5言駒，
I特定有期業務の開始から完了までの期間（年か月〈上限10年))
Ⅱ定年後引き続いて雇用されている期間

契約期間

）

1

就業の場所

従事すべき

業務の内容 |騨難鮮置泳馬蒋例の対象書(高度専門)の場合】開始日： 完了日：）

ロ

もづ可凸日 吋、ｩ'､、．諄し￥~、．w，d~、クも."、‐･弓ハ､〆~・－，－．，．云嘩ゲマー､夕へデマアママ可アー定ア毎ﾃ定 '､グロゾロ毎F・し､〃守ゾーb／、ターン･写、、 吟

｢その他1蕊震懸獺厚簔毫釜艤保蔭厚生澤釜灘善州’)
｜鯉L－－－－－_－－－－－－ﾕ‘
！※以下は､「契約期間｣について｢期間の定めあり｣とした場合についての説明ですi

i労働契約法第18条の規定により､有期労働契約(平成25年4月1日以降に開始i

lするもの)の契約期間が通算5年を超える場合には､労働契約の期間の末日ま｜
Iでに労働者から申込みをすることにより、当該労働契約の期間の末日の翌日かi

lら期間の定めのない労働契約に転換されます｡ただし､有期雇用特別措置法に！
iよる特例の対象となる場合は､この｢5年｣という期間は､本通知書の｢契約期間｜
，'一.｣樋嵯盟丞睦と塗旦と型圭宜9._.._........_.._.._._._..__.._.._.－－－－－－－－…----』

Ｌ
■
９
８
■
日
日
０
０
０
■
１
口
０
１
ｉ
■
ｌ
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高度専門職の特例に関する問題提起

①誤った現行制度の理解に基づいていること(日本労働弁護団:｢専門的知識等を有す

る有期雇用労働者等に関する特別措置法案」に反対する意見書）

．このような､特例を認めるべき議論の発端となった現行制度の認識が明確に誤っ

9．

14条1項は、､｡労働基準法ており､そもそも特例を設ける必要性など存在しな＆

労働契約の期間について、「一定の事業の完了に必要な期間を定めるもの｣につ

いては契約期間の上限を設けておらず､オリンピックまでの7年間のプロジェクト

実施が見込まれているのであれば､7年間の有期労働契約を締結することができ

るのである。

。したがって､あえて特例を制定しなくても､現行制度上も､『一定の事業の完了に必

要な期間』に対応した7年間の有期雇用を締結し､無期転換権を発生させることな

く高い待遇を提示し優秀な人材を集めることは可能である。

②特定の研究プロジェクトの完了まで雇用することを約した場合には､労基法第14条に

定める｢一定の事業の完了に必要な期間を定めるもの｣に該当するか？(改正労働契

約法に関する国立大学法人等からの質問）

（答）

・特定の研究プロジェクトが労基法第14条の｢一定の事業の完了に必要な期間を

定めるもの｣に該当するか否かは、当該プロジェクトが一つの事業と言えるか､事

業に該当する場合、その事業が客観的に､有期的であることが明らかであると認

められるか等､実態を勘案して判断される。

.－つの事業であるか否かは､問29で示した判断基準により判断され､主として、

ロ

0

一
一

つの事業とされることとなる。

③労働者に労働契約を解約する自由を認めることを明確にしている場合には､5年を超
える期間の有期労働契約を締結することは､労働基準法第14条及び民法第626条

との関係においても可能か？(改正労働契約法に関する国立大学法人等からの質

問）

（答）

･労働基準法第14条との関係では､1回の契約期間として3年(特例5年)を超える、

間(使用
一

報陪報浩

旨は原則として解約できないが､労働者はいつでも解約できる期間)であることが

明確な場合(例:任期法第5条第5項によることが就業規則等でも明確にされてい
る場合)は､人身拘束のおそれがないことから､労基法第14条に違反するもので

はないと解される。

また､民法第626条は､5年を超える期間を定めた場合には､5年経過後は期間

の定めに両当事者が拘束されないことを定めた規定であるので､1回の契約期間

として5年を超える期間を定めること自体が､直ちに同条に違反するものではない

と解される。

一方､5年経過後の雇用保障の程度については､学説上確立した見解があるとは

言えない状況であり､労働者を法的に非常に不安定な契約関係に置くこととなるこ

●

■

7

串串

日



10.

とを踏まえると､身分保障期間としての定めであっても､期間の上限は5年とするこ

とが適当である(5年経過後の解雇には労働契約法第16条の解雇権濫用法理の

適用はあると考えられる)。

．なお 5年を超える身分保障期間を設定することに合理性､必要性が認められ

す､無期転換の権利行使の回避のみを目的として長期の期間を定めるようなこと

は､改正労働契 ﾛ法の趣旨にも反するものであること2 長期の契約期間(身分

保障期間)を定めることは､使用者側にとっては､やむを得ない事由がない限り期

間途中の解約ができない(期間の定めのない労働契約の解約よりも､さらに厳しく

解雇が制限される)という強い拘束を受けるものであり､その観点からも慎重に対

’応すべきことにも留意すべきと考える。

④問題をまとめると:有期雇用特別措置法でいうプロジェクトは｢事業｣ではないので労働

基準法第14条｢一定の事業の完了に必要な期間を定めるもの｣には該当しない(あく

までも厚労省の見解と思われ裁判所がどのように判断するかは不明)のであり、同法

第14条の趣旨である｢人身拘束｣の恐れのない｢身分保障期間｣であれば3年ないし

5年の上限を超えても同法同条違反とはならないが､もっぱら無期転換回避を目的と

した場合は改正労働契約法の趣旨に反するものである(あくまでも厚労省の一般的見

解と思われ具体例について裁判所がどのように判断するかは不明)。

継続雇用の高齢者の特例に関する問題提起

①就業規則のチェック

②65歳以上の再雇用の問題(人選の妥当性）

・労働者本人が希望すれば65歳以上の全員を継続雇用するという企業は少ないと

考えられる。

．『企業が必要とする人材｣というのが企業の本音であろうが､これでは基準がない

のと同じである。

・継続雇用にあたっての人選では健康･能力｡意欲･実績･勤怠･賞罰等記録に基づ

く客観的合理的理由と社会通念上の相当性が認められなければ紛争惹起の可能

性大である。

。今に始まった問題でもないし､有期雇用特別措置法の問題ではないが､今後対象

者が増加すれば問題も増加するので､これを機会に適切な労務管理を徹底する

必要がある。

③第2定年67歳の問題･第3定年…！？

・60歳定年後に有期契約で再雇用

・65歳で無期転換申込み

。66歳で無期転換

。67歳定年後に有期雇用契約で再々雇用

・72歳で無期転換申込み

・73歳で無期転換

・74歳で第3定年？？？

。以上の運用は労働者の合意を得て規程･契約書関係を整備すれば十分運用可能

と考えられるが､厚労省は｢改正労働契約法の趣旨に反する｣と主張すると考えら

8
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れる。

④65歳以上の有期雇用契約の雇止めの問題(解雇権濫用法理の類推適用）

・いわゆる｢雇止め基準｣に例示されている理由

○明示すべき｢雇止めの理由｣は､契約期間の満了とは別の理由とすることが

必要です。

例えば下記の例を参考にしてください。

＞前回の契約更新時に､本契約を更新しないことが合意されていたため

＞契約締結当初から､更新回数の上限を設けており､本契約は当該上限

に係るものであるため

＞担当していた業務が終了･中止したため

＞事業縮小のため

＞業務を遂行する能力が十分ではないと認められるため

＞職務命令に対する違反行為を行ったこと､無断欠勤をしたこと等勤務不

良のため等

⑤いずれにしても雇止めを行うことについて本人が同意しなければ､紛争状態になる。

⑥契約の更新は有効に活用する…健康診断｡人事評価･勤怠･賞罰等による労働条件
の再検討を必ず行う。

⑦更新回数に｢上限｣を設けるあるいは契約更新の『上限｣年齢(定年ではない)を設ける
ことと併行して､雇止め候補の従業員には日常の労務管理に善意の雇止め予告を含

ませることが肝要｡その上で次回の契約更新をしないことを明記した雇用契約を活用

する。

⑧65歳以上の有期雇用従業員の全員を｢上限｣まで雇用していると｢上限｣が｢定年｣にな
ってしまうので要注意。(厚生労働省は｢上限｣も｢定年｣も同様に見ていると観察できる

ので労務管理の実態が重要）

【参考】北港観光バス(雇止め)事件【大阪地判2013/01/18】平成22(ワ)17225号

＞雇止めが行われた当時､全従業員の16％が65歳以上であったことと、

Xにも65歳に達した後も複数回の契約更新がされていることからも､X

が契約更新の期待を持つことは客観的にみて合理的である。

>Y社は体力的に勤務が難しかったと主張しているが､Xの体力や健康

状態等の個別事情を考慮していた事実はない。

＞「再雇用は体力､健康面に問題がない限り70歳まで継続する｣という方

針を｢高齢な運転手を減らしていく｣という方針に切り替えたというだけ

では雇止めの合理的な理由とはいえず､妥当ではない。

11．有期雇用特別措置法の成立の経過

①平成24年8月労働契約法改正成立

②平成24年末に政権交代

③平成25年4月1日から労働契約法改正(無期転換ルール)施行

④平成25年10月全国的な措置として､特例を検討できないかとの意見が出され､そう

した方針が日本経済再生本部で決定

9



⑤
⑥
平成25年12月特例の検討について規定する国家戦略特別区域法案が成立

平成25年12月末から厚生労働省･労働政策審議会内に特別部会が設けられ､具体

的な制度設計について､急ピッチで検討

平成26年3月国会に｢専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置

法案｣を提出

平成26年11月末に成立し公布

平成27年3月18日具体的な省令｡告示の公布

平成27年4月1日｢専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法」

施行

労働契約法には大学等の研究者等に関する特例も設けられています｡こちらについ

ては､国家戦略特区の議論と併行する形で､平成25年年11月、議員立法として｢研

究開発力強化法等改正法案｣が提出され､平成25年12月の成立後､平成26年4月

から施行されている状況です。

⑦

⑧
⑨
⑩

⑪

R

0

この項以下からの引用

http://wwwjil.gojp/kokunai/research/monkQr/fhOukoku/documents/20150303_blt-ho

ukoku.pdf¥#search='%E5%9B%BD%E7%AB%8B%E5%A4%A7%E5%AD%A6%E6%B3%95%E4%BA

%BA%E7%AD%89%E3%81%8B%E3%82%89%E3%81%AE%E8%B3%AA%E5%95%8F+%E6%9C%89

%E6%9C%9F%E9%9B%87%E7%94%A8%E7%89%B9%E5%88%A5%E6%8E%AA%E7%BD%AE%E6%

B3%95'

以上

ﾛ
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